
- 1 - 
 

第１章 労働委員会の運営 

 

１ 組織 

 
  ⑴  委員 

 当委員会は、公益委員、労働者委員及び使用者委員の各側５人、計15人で構成されている。 

 委員の任期は、２年である。 

[第46期 栃木県労働委員会委員（任期：令和５年７月28日～令和７年７月27日）] 

（公益委員）                        

氏  名 現  職 就任年月 

会長 

橋 本 賢二郎 

 

弁護士 

 

平28.10 

会長代理 

安 田 真 道 

 

弁護士 

 

令５.７ 

 

川 上   □ 

 

（元栃木県会計局長） 

 

令元.７ 

 

堀   眞由美 

 

中央大学国際経営学部教授 

 

平30.５ 

 

杉 田 明 子 

 

弁護士 

 

平27.７ 

（労働者委員）                   

氏  名 現  職 就任年月 

  

吉 成   剛 

 

栃木県労働者福祉協議会会長 

 

平27.７ 

 

 松 本 敏 之 

 

全日本自治団体労働組合栃木県本部特別執行委員 

 

令元.７ 

 

 鈴 木   正 

 

ＪＡＭ北関東特別執行委員 

  

平29.７ 

 

 森 田 了 介 

 

ＵＡゼンセン栃木県支部支部長 

  

令５.７ 

  

相 羽 加津美 

 

情報産業労働組合連合会栃木県協議会議長 

 

令５.１ 

（使用者委員）                          

氏  名 現  職 就任年月 

 

鈴 木 達 朗 

 

一般社団法人栃木県経営者協会専務理事 

 

令６.７ 

 

石 塚 洋 史 

 

一般社団法人栃木県経営者協会専務理事 

  

 

 

 粂 川 英 一 

 

北関東綜合警備保障株式会社専務取締役 

 

令元.７ 

 

 名 村 史 絵 

 

三信電工株式会社代表取締役 

 

令５.７ 

 

 市 川 剛 久  

 

仙波糖化工業株式会社取締役管理本部長 

 

令３.７ 

 

 鍋 島 明 子 

 

社会保険労務士法人鍋島事務所所長 

 

令３.７ 

 

平17.７ 

(～令６.７) 
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⑵ あっせん員候補者 
令和６年12月31日現在のあっせん員候補者は、次のとおりであり、委員15人（第46期委員） 

及び事務局職員３人の計18人である。 

氏  名 職    業 閲   歴 委嘱年月 

川 上   □ 栃木県労働委員会委員（公益委員） 栃木県会計局長 令元.７ 

堀   眞由美 
中央大学国際経営学部教授 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
白鷗大学大学院教授 平30.６ 

橋 本 賢二郎 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
日本弁護士連合会副会長 平28.11 

杉 田 明 子 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
栃木県弁護士会副会長 平27.７ 

安 田 真 道 
弁護士 

栃木県労働委員会委員（公益委員） 
栃木県弁護士会会長 令５.７ 

松 本 敏 之 

全日本自治団体労働組合栃木県本部

特別執行委員 
栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

全日本自治団体労働組合

栃木県本部執行委員長 
令元.７ 

鈴 木   正 
ＪＡＭ北関東特別執行委員 
栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

ＪＡＭ北関東副書記長 平29.７ 

森 田 了 介 
ＵＡゼンセン栃木県支部支部長 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 
ＵＡゼンセン常任中央執

行委員 
令５.７ 

吉 成   剛 
栃木県労働者福祉協議会会長 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

日本労働組合総連合会栃

木県連合会会長 
平27.７ 

相 羽 加津美 

情報産業労働組合連合栃木県協議会

議長 

栃木県労働委員会委員（労働者委員） 

情報産業労働組合連合会

栃木県協議会事務局長 
令５.１ 

鈴 木 達 朗 

一般社団法人栃木県経営者協会専務

理事 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

株式会社足利銀行馬頭支

店長 
令６.８ 

粂 川 英 一 

北関東綜合警備保障株式会社専務取

締役 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

北関東綜合警備保障株式

会社常務取締役 
令元.７ 

名 村 史 絵 
三信電工株式会社代表取締役 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

三信電工株式会社取締役

副社長 
令５.７ 

市 川 剛 久 

仙波糖化工業株式会社取締役管理本

部長 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

仙波糖化工業株式会社取

締役総務部長 
令３.７ 

鍋  島  明  子 
社会保険労務士法人鍋島事務所所長 

栃木県労働委員会委員（使用者委員） 

社会保険労務士法人鍋島

事務所社員 
令３.７ 

浅 野 尚 志 栃木県労働委員会事務局長 
栃木県経営管理部次長兼

人事課長 
令６.４ 

駒 場 広 行 
栃木県労働委員会事務局審査調整課

長 

栃木県経営管理部安足県

税事務所長 
令６.４ 

高 木 時 美 
栃木県労働委員会事務局審査調整課

長補佐（総括）（審査調整担当） 

栃木県県土整備部河川課

長補佐（総括）（事業管理

担当） 

令６.４ 
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⑶ 事務局組織                           

事務局長 ― 審査調整課長 ― 審査調整課長補佐 ― 課長補佐(１) ― 副主幹(１) ― 主査(１)             

― 主任・主事(３) 

                                                   

２ 会議等の開催状況 

 

⑴ 総会 
回数  開催年月日 主  な  議  題 

1507 ６.１.11 （報告事項） 

 １ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 労働争議のあっせん関係 

  ⑴ 令和５年第３号争議 

３ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和５年(個)第６号紛争 

⑵ 令和５年(個)第７号紛争 

 

1508 ６.２.１ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

 ２ 労働争議のあっせん関係 

  ⑴ 令和５年第３号争議 

 

1509 ６.３.７ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 労働争議のあっせん関係 

⑴ 令和５年第３号争議 
⑵ 令和６年第１号争議 

３ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第１号紛争 

 ４ 令和６年度労働委員会関係予算（案） 

 

1510 ６.４.４ 

 

（審議事項） 

１ あっせん員候補者の委嘱 

（報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 労働争議のあっせん関係 

⑴ 令和５年第３号争議 

⑵ 令和６年第１号争議 

３ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第１号紛争 

 ４ 争議行為予告通知 

 

（総括）（審査調整担当） 
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1511 ６.５.９ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

 ２ 労働争議のあっせん関係 

  ⑴ 令和６年第１号争議 

３ 協賛名義の使用許可 

1512 ６.６.６ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

 ⑴ 令和６年(個)第２号紛争 

３ 争議行為予告通知 

４ 第152回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会及び第91回関東ブ 

ロック労働委員会公益委員連絡会議の結果 

５ 「個別労働関係紛争処理制度に係る周知月間」の実施計画 

 

1513 ６.７.４ （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第２号紛争 

３ 争議行為予告通知 

４ 令和６年度全国労働委員会会長連絡会議の結果 

1514 ６.８.１ （審議事項） 

１ あっせん員候補者の委嘱 

（報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第３号紛争 

⑵ 令和６年(個)第４号紛争 

 

1515 ６.９.19 （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴ 栃労委令和５年(不)第２号事件 

２ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第３号紛争 

⑵ 令和６年(個)第４号紛争 

⑶ 令和６年(個)第５号紛争 

⑷ 令和６年(個)第６号紛争 
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1516 ６.10.10 （報告事項） 

１ 不当労働行為審査事件関係 

⑴  栃労委令和５年(不)第２号事件 

 ２ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第４号紛争 

⑵ 令和６年(個)第６号紛争 

３ 第153回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会等の結果 

 

1517 ６.11.７ 

 

（報告事項） 

１ 個別労働関係紛争のあっせん関係 

⑴ 令和６年(個)第４号紛争 

⑵ 令和６年(個)第６号紛争 

２ 労働相談会の結果 

 

1518 ６.12.12 （報告事項） 

 １ 争議行為予告通知 

 ２ 令和６年度「個別労働関係紛争処理制度に係る周知月間」の実施結果

概要 

 ３ 第79回全国労働委員会連絡協議会総会の結果 

 

 
⑵ 公益委員会議 

本年中に開催した公益委員会議はなかった。 

 

⑶ 各種連絡会議等（委員関係のみ） 

ア 第79回全国労働委員会連絡協議会総会 

期 日 令和６年11月14日～15日 

場 所 一橋大学 一橋講堂 

講 演 近年における労働裁判例の動向 

講師 元中央労働委員会会長代理 森戸 英幸 氏 

議 題 １ 退職代行等の営利事業が主目的と疑われる労働組合に対する資格審査申請の対応  

について（北海道・東北ブロック公労使提案） 

２ 審査の迅速化に向けた取組について（中労委提案） 

３ 若年層に向けた労働委員会の取組の周知について（近畿ブロック公労使提案） 

イ 全国労働委員会会長連絡会議 

  期 日 令和６年６月14日 

  場 所 ホテルグランヴェール岐山 

  講 演 正社員と定年後再雇用有期嘱託職員との基本給格差の不合理性 

－名古屋自動車学校（再雇用）事件・最一小判令５・７・20－ 

講師 東京都労働委員会公益委員 神吉 知郁子 氏 

  議 題 今後の労働委員会における個別労働関係紛争業務の位置づけについて（中労委提案） 
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ウ 関東ブロック労働委員会三者連絡協議会 

（ア）第152回 

期 日 令和６年５月27日～28日 

場 所 ロイヤルホールヨコハマ 

議 題 １ 集団・個別あっせんや不当労働行為の審査において、労働者性が争点となる事 

件への対応について（新潟県労働委員会提案） 

２ 不当労働行為救済制度と労働委員会の役割・課題について【講演】 

（神奈川県労働委員会提案） 

（イ）第153回 

期 日 令和６年９月12日～13日 

場 所 ホテル日航新潟 

議 題 １ 外国人を当事者とする不当労働行為事件等への対応について 

（栃木県労働委員会提案） 

２ 就労観の多様化時代の労働条件について【講演】（新潟県労働委員会提案） 

エ 関東ブロック労働委員会会長連絡会議 

期 日 令和６年９月13日 

場 所 ホテル日航新潟 

議 題 各労働委員会は現在どのような課題に直面しているのか。また、その課題についてどの

ように対応しているのか。(どのような対応方針を考えているのか。) 

（新潟県労働委員会提案） 

 

⑷ 委員研究会（委員の資質向上のための取組） 

  第１回：講演会 

    期 日 令和６年２月１日 

    場 所 労働委員会会議室 

    演 題 働き方改革の現状と課題 
    講 師 東京大学社会科学研究所教授 東京都労働委員会会長代理 水町 勇一郎 氏 

   第２回：講演会 

    期 日 令和６年９月19日 

    場 所 労働委員会会議室 

    演 題 中央労働委員会で学んでいること 

    講 師 中央労働委員会労働者委員 前栃木県労働委員会労働者委員 桂 惠子 氏 
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⑸ 労働相談会（個別労働関係紛争処理制度周知月間における活動） 

   （栃木会場） 

    期 日 令和６年10月20日（日）10:00～16:00 

    場 所 栃木商工会議所（302会議室） 

  （宇都宮会場） 

    期 日 令和６年10月25日（金）13:00～19:00 

    場 所 イトーヨーカドー宇都宮店（２階宇大側エレベーター前） 

※  両会場とも日本司法支援センター法テラス栃木と合同開催 

 

３ 広報・啓発活動 

 
⑴ 個別労働関係紛争処理制度周知月間（10月）の周知・広報 
ア 路線バス車内にチラシ掲出（９月20日～10月25日宇都宮市内及び県南地区）及び車体前面のフ

ロントグリル幕掲出（10月１日～14日県南地区） 

イ 栃木市営バス車内にチラシ掲出及び車体前面のフロントグリル幕掲出（９月中旬～10月31日） 
ウ 県立図書館との連携事業として関連図書の展示（９月27日～10月23日） 

エ 市町図書館との連携事業として関連図書の展示等（８市町18図書館） 

 
⑵ 労働相談会の周知活動 
ア チラシ配布 
イ 新聞、フリーペーパー、タウン情報誌及び市町広報紙への掲載 
ウ とちぎテレビでの放映（９月議会テレビ中継における休憩時間） 
エ 県メールマガジンへの掲載 
オ 県公式Ｘ（旧「Twitter」）での情報発信 
 

⑶ 相談内容別チラシの作成・配布 
「従業員を雇用する場合のお約束」を作成し、相談件数の多い業種を中心に配布 
 

⑷ 労働委員会制度の認知度向上 
ア LRT車内での自動音声広告放送（10月1日～31日 駅東公園停留所下り） 
イ JR宇都宮駅西口ペデストリアンデッキ横断幕掲示（10月１日～31日) 
ウ 各商工団体の会員へのチラシ配布依頼 
エ 包括連携協定企業の関係企業等へのチラシ配布依頼 
オ 各関係機関のメールマガジン、ホームページ、会報等への掲載依頼 
カ 労働委員会三つ折りリーフレットの作成・配布 


